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Ⅰ 調査の概要 

１ 調査の目的 

この調査は、生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）に基づく保護を受けている世帯（以下

「被保護世帯」という。）の家計収支の実態を明らかにすることによって、生活保護基準の改

定等生活保護制度の企画運営のために必要な基礎資料を得るとともに、厚生労働行政の企画

運営に必要な基礎資料を得ることを目的とする。 

 

２ 調査客体 

(1) 世帯の状況 ： 福祉事務所 約 200 か所 

(2) 家計簿 ： 被保護世帯 1,100 世帯 

全国の被保護世帯を対象として、1,100 世帯を抽出する。ただし、次のいずれかに該当する

世帯は除外した。 

(1) 生活扶助を受けていない世帯 

(2) 世帯分離している世帯 

(3) 世帯人員が６人以上の世帯 

(4) 耕地 0.1 ヘクタール以上を耕作して農業を営む者のいる世帯 

(5) 林業、漁業、その他の事業を営む者のいる世帯 

(6) 保護施設・寮等において賄いを共通しているなど、集団的共同生活を営んでいる世帯 

(7) 賄い付きの同居人のいる世帯 

(8) その他不適当と認められる世帯 

 

３ 調査事項 

(1) 世帯の状況（級地、世帯類型、住居の種類、世帯員の状況、保護の決定状況） 

(2) 家計簿（現金収入及び現金支出の状況、月賦・掛買い又は現物の状況） 

 

４ 有効回答率 

令和６（2024）年度１か月平均の有効回答率は 85.1％であった。 

 

５ 利用上の注意 

（１）表章記号の規約 
 

計数のない場合                          － 

表章単位の２分の１未満の場合       0，0.0 

統計項目のあり得ない場合                ・ 

計数不明又は計数を表章することが不適当な場合 … 

 
 

（２）平均の数値は、四捨五入のため内訳の合計が総数に合わない場合等がある。 
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Ⅱ 用語の解説 

１ 級地 

生活保護法第８条２項に基づき、地域における生活様式や物価差による生活水準の差がみられる実態

を踏まえ、最低限度の生活を保障する観点から、生活保護基準に地域差を設けているもの。全国の市町

村を６区分の級地（１級地－１、１級地－２、２級地－１、２級地－２、３級地－１、３級地－２）に分

類している。 

 

２ 世帯類型 

区分 基準 

高齢者世帯 
65 歳以上の者だけで構成されているか、またはこれらの者に 18 歳未満の者が

加わった世帯をいう。 

母子世帯 
現に配偶者のいない（死別、離別、生死不明及び未婚等を含む。）65 歳未満の

女性と 18 歳未満のその子（養子を含む。）だけで構成されている世帯をいう。 

障害者世帯 
世帯主が障害者加算を受けているか、身体障害、知的障害等の心身上の障害の

ため働けない者である世帯をいう。 

傷病者世帯 
世帯主が入院しているか在宅患者加算を受けている世帯。または世帯主が傷病

のため働けない者である世帯をいう。 

その他の世帯 上記のいずれにも該当しない世帯をいう。 

 

３ 世帯業態 

区分 基準 

常用 形式を問わず、１か月以上の雇用契約で雇われている場合をいう。 

日雇 形式を問わず、日々または１か月未満の雇用契約で雇われている場合をいう。 

家内労働 

自宅を作業場として、委託者から物品や原材料の提供を受け、物品の製造や加

工などを行い、工賃を受けている場合。また、作業所や新聞・牛乳配達、珠算

・書道などの個人教授で収入を得ている場合をいう。 

その他の就業 
収入を伴う仕事に従事している者であって、上記のいずれにも該当しない仕事

に従事している場合をいう。 

不就業 当該月中に働いた日が１日もなく、就労収入もない場合をいう。 

 

４ 収入項目 

区分 基準 

生活保護給付金品 生活保護法に基づく各種扶助をいう。 

社会保障給付金 生活保護法以外の法による社会保障給付金品をいう。（例）年金、児童手当 

その他社会保障 

給付金 

法によらない社会保障給付金品をいう。自治体単独で行っている場合や、社会

福祉協議会等公的機関が行っている場合等。 
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Ⅲ 結果の概要 

１－１  実収入の状況（２人以上の世帯） 

２人以上の世帯の実収入の状況をみると、総数では 166,743 円となっており、このうち、就

労収入額は 20,825 円であり、実収入に占める構成割合は 12.5％となっている。また、生活保

護給付金品の額は 90,931 円、実収入に占める構成割合は 54.5％となっている。（表１－１、

図１－１） 

（１）級地別 

実収入に占める就労収入の構成割合をみると、１級地－１の 15.9％が最も高くなってい

る。また、生活保護給付金品の構成割合をみると、２級地－２の 76.5％が最も高くなって

いる。 

（２）世帯類型別 

実収入に占める収入の構成割合をみると、高齢者世帯においては、生活保護給付金品は

52.8％であり、他の社会保障給付金品（42.8％）と合わせると９割以上を占めている。ま

た、その他の世帯については、就労収入が 19.0％、生活保護給付金品は 53.7％となってい

る。 

（３）世帯業態別 

実収入に占める収入の構成割合をみると、勤労（常用又は日雇）世帯においては、就労収

入が 33.5％、生活保護給付金品は 44.3％となっている。また、その他の世帯では、生活保

護給付金品は 58.3％であり、他の社会保障給付金品（32.0％）を合わせると、実収入の９

割以上を占めている。 

（４）世帯人員別 

実収入に占める収入の構成割合をみると、３人世帯においては、生活保護給付金品が 56.2

％を占めており、他の世帯人員区分と比べて最も高くなっている。 

 

表１－１ 実収入の状況（２人以上の世帯） 

平　　均
世帯人員

実収入 就労収入
生活保護
給付金品

他の社会保障

給付金品
その他 実収入 就労収入

生活保護
給付金品

他の社会保障

給付金品
その他

人 円 円 円 円 円 ％ ％ ％ ％ ％

総　　　数 2.16 166,743 20,825 90,931 47,956 7,031 100.0 12.5 54.5 28.8 4.2

１級地－１ 2.15 189,524 30,141 105,029 47,376 6,977 100.0 15.9 55.4 25.0 3.7

１級地－２ 2.16 175,447 21,761 91,377 56,696 5,613 100.0 12.4 52.1 32.3 3.2

２級地－１ 2.14 165,196 17,745 89,565 49,709 8,177 100.0 10.7 54.2 30.1 4.9

２級地－２ 2.25 146,640 4,863 112,161 28,153 1,462 100.0 3.3 76.5 19.2 1.0

３級地－１ 2.18 149,615 15,578 77,058 48,531 8,448 100.0 10.4 51.5 32.4 5.6

３級地－２ 2.22 128,447 16,857 74,383 31,557 5,651 100.0 13.1 57.9 24.6 4.4

高齢者世帯 2.01 141,361 3,163 74,704 60,557 2,937 100.0 2.2 52.8 42.8 2.1

母子世帯 2.48 211,297 38,177 109,704 55,477 7,940 100.0 18.1 51.9 26.3 3.8

障害者世帯 2.12 175,927 13,097 102,559 48,625 11,646 100.0 7.4 58.3 27.6 6.6

傷病者世帯 2.08 151,415 13,501 105,895 22,961 9,058 100.0 8.9 69.9 15.2 6.0

その他の世帯 2.19 171,684 32,540 92,163 38,087 8,893 100.0 19.0 53.7 22.2 5.2

勤労（常用＋日雇） 2.38 194,545 65,191 86,203 38,777 4,375 100.0 33.5 44.3 19.9 2.2

その他 2.10 158,333 7,404 92,362 50,732 7,834 100.0 4.7 58.3 32.0 4.9

２人 2.00 160,254 19,567 87,546 46,419 6,723 100.0 12.2 54.6 29.0 4.2

３人 3.00 197,812 23,966 111,264 52,591 9,991 100.0 12.1 56.2 26.6 5.1

４人 4.00 249,996 52,170 114,351 79,067 4,408 100.0 20.9 45.7 31.6 1.8

５人 5.00 315,708 54,855 148,335 110,664 1,855 100.0 17.4 47.0 35.1 0.6

注：１）１世帯１ヶ月平均である。

　　２）世帯業態の「その他」には、家内労働、その他の就業、不就業が含まれる。

　　３）「就労収入」は、勤め先収入と内職収入の合計である。

　　４）「他の社会保障給付金品」は、社会保障給付金とその他社会保障給付金の合計である。

　　５）実収入の「その他」は、仕送り金と特別収入の合計である。
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図１－１ 実収入の状況（２人以上の世帯） 
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注：１）世帯業態の「その他」には、家内労働、その他の就業、不就業が含まれる。 

  ２）「就労収入」は、勤め先収入と内職収入の合計である。 

  ３）「他の社会保障給付金品」は、社会保障給付金とその他社会保障給付金の合計である。 

  ４）実収入の「その他」は、仕送り金と特別収入の合計である。 
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１－２   実収入の状況（単身世帯） 

 

単身世帯の実収入の状況をみると、総数では 112,507 円となっており、このうち、就労収入

額は 10,399 円であり、実収入に占める構成割合は 9.2％となっている。また、生活保護給付

金品の額は 70,381 円、実収入に占める構成割合は 62.6％となっている。（表１－２、図１－

２） 

 

（１）級地別 

実収入に占める就労収入の構成割合をみると、２級地－１の 12.5％が最も高くなってい

る。また、生活保護給付金品の構成割合をみると、２級地－２の 81.4％が最も高くなって

いる。 

 

（２）世帯類型別 

実収入に占める収入の構成割合をみると、高齢者世帯においては、生活保護給付金品は

59.2％となっており、他の社会保障給付金品（34.8％）と合わせると９割以上を占めて

いる。また、高齢者世帯以外の世帯については、就労収入が 17.7％、生活保護給付金品は

67.5％となっている。 

 

表１－２ 実収入の状況（単身世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

実収入 就労収入
生活保護
給付金品

他の社会保障

給付金品
その他 実収入 就労収入

生活保護
給付金品

他の社会保障

給付金品
その他

円 円 円 円 円 ％ ％ ％ ％ ％

総　　　数 112,507 10,399 70,381 28,296 3,430 100.0 9.2 62.6 25.2 3.0

１級地－１ 130,336 9,783 84,748 32,054 3,751 100.0 7.5 65.0 24.6 2.9

１級地－２ 105,810 9,156 61,899 31,976 2,779 100.0 8.7 58.5 30.2 2.6

２級地－１ 104,295 13,023 61,612 25,660 4,000 100.0 12.5 59.1 24.6 3.8

２級地－２ 82,389 5,961 67,030 8,391 1,007 100.0 7.2 81.4 10.2 1.2

３級地－１ 95,024 11,271 58,179 22,430 3,144 100.0 11.9 61.2 23.6 3.3

３級地－２ 80,435 6,070 54,661 18,165 1,540 100.0 7.5 68.0 22.6 1.9

高齢者世帯 108,154 3,835 64,040 37,596 2,683 100.0 3.5 59.2 34.8 2.5

高齢者世帯
以外の世帯

119,691 21,232 80,846 12,950 4,663 100.0 17.7 67.5 10.8 3.9

注：１）１世帯１ヶ月平均である。

　　２）世帯類型の「高齢者世帯以外の世帯」には、障害者世帯、傷病者世帯及びその他の世帯が含まれる。

　　３）「就労収入」は、勤め先収入と内職収入の合計である。

　　４）「他の社会保障給付金品」は、社会保障給付金とその他社会保障給付金の合計である。

　　５）実収入の「その他」は、仕送り金と特別収入の合計である。
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図１－２ 実収入の状況（単身世帯） 
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２－１  消費支出の状況（２人以上の世帯） 

２人以上の世帯の消費支出の状況をみると、総数では 142,667 円となっており、このうち、
食料費は 48,426 円であり、消費支出に占める構成割合は 33.9％となっている。また、住居費
は 30,667 円であり、消費支出に占める構成割合は 21.5％となっている。（表２－１、図２－
１） 

（１）級地別 
消費支出の構成割合をみると、消費支出に占める食料費の構成割合が最も高いのは３級
地－２の 39.1％であり、次いで２級地－１の 35.2％となっている。また、消費支出に占
める住居費の構成割合は１級地－１、１級地－２が 25.9％となっている。 

（２）世帯類型別 
消費支出の構成割合をみると、高齢者世帯において、他の世帯類型に比べて消費支出に
占める構成割合が高い費目は、住居費となっている。また、母子世帯において、他の世帯
類型に比べて消費支出に占める構成割合が高い費目は、被服及び履物費、教育費、教養娯
楽費となっている。 

（３）世帯人員別 
消費支出の構成割合をみると、２人世帯においては、食料が 33.6%、住居費が 22.5%を占
めている。 

 

表２－１ 消費支出の状況（２人以上の世帯） 

実　　　　　数

平    均
世帯人員

消費支出
総　　額

食料 住居 光熱・水道
家具・

家事用品
被服及び

履物
保健医療 交通・通信 教育 教養娯楽 その他

人 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

総　　　数 2.16 142,667 48,426 30,667 17,139 6,745 3,468 5,420 15,479 1,089 4,687 9,548

１級地－１ 2.15 156,825 52,115 40,614 15,338 5,968 3,611 6,339 15,100 1,582 5,917 10,240

１級地－２ 2.16 149,624 47,517 38,718 16,035 6,617 2,613 4,434 19,317 449 4,728 9,197

２級地－１ 2.14 142,538 50,228 29,392 18,161 7,554 4,284 5,458 12,425 1,316 4,508 9,213

２級地－２ 2.25 117,107 28,786 24,251 22,474 6,967 3,545 3,878 16,656 698 3,426 6,426

３級地－１ 2.18 128,464 43,240 18,709 19,016 6,470 2,543 6,437 17,019 1,409 3,066 10,554

３級地－２ 2.22 121,438 47,474 13,505 16,605 6,740 3,504 3,860 16,115 47 4,712 8,876

高齢者世帯 2.01 128,122 45,544 30,524 16,134 6,079 1,814 5,078 9,730 99 3,423 9,696

母子世帯 2.48 173,424 53,115 32,980 20,066 9,182 9,187 6,087 19,460 6,467 8,399 8,481

障害者世帯 2.12 141,704 50,433 29,618 15,493 7,235 2,266 6,092 18,039 90 5,793 6,646

傷病者世帯 2.08 124,484 44,440 24,955 16,623 7,413 2,359 4,070 16,516 606 2,279 5,223

その他の世帯 2.19 146,501 49,348 31,144 17,285 6,085 3,041 5,551 18,193 45 4,471 11,338

勤労（常用＋日雇） 2.38 157,668 54,556 30,838 17,325 7,150 5,752 4,921 18,184 2,497 6,768 9,678

その他 2.10 138,129 46,571 30,615 17,082 6,622 2,777 5,571 14,661 663 4,057 9,509

２人 2.00 136,869 46,013 30,841 16,263 6,342 2,864 5,213 14,724 713 4,378 9,518

３人 3.00 181,780 63,968 29,385 22,706 9,961 7,644 7,383 20,264 3,934 6,600 9,935

４人 4.00 170,827 65,929 29,032 19,285 6,761 6,247 3,911 21,169 1,346 7,768 9,378

５人 5.00 152,122 38,850 40,910 48,730 1,479 1,569 1,106 14,315 895 58 4,210

人 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

総　　　数 … 100.0 33.9 21.5 12.0 4.7 2.4 3.8 10.8 0.8 3.3 6.7

１級地－１ … 100.0 33.2 25.9 9.8 3.8 2.3 4.0 9.6 1.0 3.8 6.5

１級地－２ … 100.0 31.8 25.9 10.7 4.4 1.7 3.0 12.9 0.3 3.2 6.1

２級地－１ … 100.0 35.2 20.6 12.7 5.3 3.0 3.8 8.7 0.9 3.2 6.5

２級地－２ … 100.0 24.6 20.7 19.2 5.9 3.0 3.3 14.2 0.6 2.9 5.5

３級地－１ … 100.0 33.7 14.6 14.8 5.0 2.0 5.0 13.2 1.1 2.4 8.2

３級地－２ … 100.0 39.1 11.1 13.7 5.6 2.9 3.2 13.3 0.0 3.9 7.3

高齢者世帯 … 100.0 35.5 23.8 12.6 4.7 1.4 4.0 7.6 0.1 2.7 7.6

母子世帯 … 100.0 30.6 19.0 11.6 5.3 5.3 3.5 11.2 3.7 4.8 4.9

障害者世帯 … 100.0 35.6 20.9 10.9 5.1 1.6 4.3 12.7 0.1 4.1 4.7

傷病者世帯 … 100.0 35.7 20.0 13.4 6.0 1.9 3.3 13.3 0.5 1.8 4.2

その他の世帯 … 100.0 33.7 21.3 11.8 4.2 2.1 3.8 12.4 0.0 3.1 7.7

勤労（常用＋日雇） … 100.0 34.6 19.6 11.0 4.5 3.6 3.1 11.5 1.6 4.3 6.1

その他 … 100.0 33.7 22.2 12.4 4.8 2.0 4.0 10.6 0.5 2.9 6.9

２人 … 100.0 33.6 22.5 11.9 4.6 2.1 3.8 10.8 0.5 3.2 7.0

３人 … 100.0 35.2 16.2 12.5 5.5 4.2 4.1 11.1 2.2 3.6 5.5

４人 … 100.0 38.6 17.0 11.3 4.0 3.7 2.3 12.4 0.8 4.5 5.5

５人 … 100.0 25.5 26.9 32.0 1.0 1.0 0.7 9.4 0.6 0.0 2.8

注：１）１世帯１ヶ月平均である。

　　２）世帯業態の「その他」には、家内労働、その他の就業、不就業が含まれる。
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図２－１ 消費支出の状況（２人以上の世帯） 
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注：世帯業態の「その他」には、家内労働、その他の就業、不就業が含まれる。 
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 ２－２  消費支出の状況（単身世帯） 

 
単身世帯の消費支出の状況をみると、全体では 97,384 円となっており、このうち、食料費

は 28,748円であり、消費支出に占める構成割合は 29.5％となっている。また、住居費は 30,699
円であり、消費支出に占める構成割合は 31.5％となっている。（表２－２、図２－２） 

 
（１）級地別 

消費支出の構成割合をみると、消費支出に占める食料費の構成割合が最も高いのは３級
地－１の 32.7％であり、次いで３級地－２の 32.5％となっている。また、消費支出に占
める住居費の構成割合は１級地－１の 37.9％が最も高く、次いで１級地－２の 29.0％と
なっている。 

 
（２）世帯類型別 

消費支出の構成割合をみると、高齢者世帯において高齢者世帯以外の世帯よりも消費支
出に占める構成割合が高い費目は、食料費、住居費、光熱・水道費、家具・家事用品、保
健医療費となっている。また、高齢者世帯以外の世帯において高齢者世帯よりも消費支出
に占める構成割合が高い費目は、被服及び履物費、交通・通信費、教養娯楽費となってい
る。 

 

 

表２－２ 消費支出の状況（単身世帯） 

  

 

実　　　　　数

消費支出
総　　額

食料 住居 光熱・水道
家具・

家事用品
被服及び

履物
保健医療 交通・通信 教育 教養娯楽 その他

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

総　　　数 97,384 28,748 30,699 10,386 4,170 1,923 3,000 9,044 - 3,211 6,204

１級地－１ 112,688 32,094 42,729 8,863 4,180 2,138 3,555 8,972 - 3,813 6,345

１級地－２ 94,696 28,913 27,455 9,924 4,601 1,988 2,471 9,737 - 3,364 6,244

２級地－１ 89,162 26,104 23,992 11,481 4,211 1,866 2,932 9,737 - 2,735 6,104

２級地－２ 70,722 19,351 11,388 13,923 4,700 546 1,981 8,453 - 2,437 7,943

３級地－１ 79,365 25,973 16,873 13,090 3,822 1,589 2,497 7,312 - 2,360 5,850

３級地－２ 72,182 23,423 14,131 11,847 3,257 1,392 2,014 7,918 - 2,373 5,825

高齢者世帯 96,000 29,088 31,419 10,346 4,200 1,739 3,341 6,763 - 2,870 6,234

高齢者世帯
以外の世帯 99,668 28,188 29,512 10,451 4,120 2,228 2,436 12,806 - 3,774 6,154

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

総　　　数 100.0 29.5 31.5 10.7 4.3 2.0 3.1 9.3 - 3.3 6.4

１級地－１ 100.0 28.5 37.9 7.9 3.7 1.9 3.2 8.0 - 3.4 5.6

１級地－２ 100.0 30.5 29.0 10.5 4.9 2.1 2.6 10.3 - 3.6 6.6

２級地－１ 100.0 29.3 26.9 12.9 4.7 2.1 3.3 10.9 - 3.1 6.8

２級地－２ 100.0 27.4 16.1 19.7 6.6 0.8 2.8 12.0 - 3.4 11.2

３級地－１ 100.0 32.7 21.3 16.5 4.8 2.0 3.1 9.2 - 3.0 7.4

３級地－２ 100.0 32.5 19.6 16.4 4.5 1.9 2.8 11.0 - 3.3 8.1

高齢者世帯 100.0 30.3 32.7 10.8 4.4 1.8 3.5 7.0 - 3.0 6.5

高齢者世帯
以外の世帯 100.0 28.3 29.6 10.5 4.1 2.2 2.4 12.8 - 3.8 6.2

注：１）１世帯１ヶ月平均である。

　　２）世帯類型の「高齢者世帯以外の世帯」には、障害者世帯、傷病者世帯及びその他の世帯が含まれる。
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図２－２ 消費支出の状況（単身世帯） 
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３－１ 消費支出の対前年度比較（２人以上の世帯） 

 

２人以上の世帯の令和６（2024）年度の消費支出総額は、142,667 円となっており、前年度と

比べて 0.9％のマイナスとなっている。 

消費支出額を費目別に比較すると、食料費については消費支出総額に占める構成割合は 33.9

％となっており、前年度と比べて 1.6 ポイント増加した。（表３－１、図３－１） 

 

 

 表３－１ 消費支出の費目別金額と構成割合及び対前年度比（２人以上世帯） 

  

 

図３－１ 消費支出の費目別構成割合の対前年度比較（２人以上の世帯） 
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３－２ 消費支出の対前年度比較（単身世帯） 

 

単身世帯の令和６（2024）年度の消費支出総額は、97,384 円となっており、前年度と比較し

て 6.1％のマイナスとなっている。 

消費支出額を費目別に比較すると、食料費については、消費支出総額に占める構成割合は

29.5％となっており、前年度と比較して 0.9ポイント増加した。（表３－２、図３－２） 

 

 

 表３－２ 消費支出の費目別金額と構成割合及び対前年度比（単身世帯） 

  

 

 

図３－２ 消費支出の費目別構成割合の対前年度比較（単身世帯） 
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